（様式２）
指定就労継続支援Ａ型事業所に係る実態調査票

１　事業者概要（平成２９年４月１日現在）
	法人名
	

	事業所名
	

	指定年月日
	

	定員数
	名

	実利用者数
	　　　　　　　　　　　　　　　　名



２　連絡先
	記入者名（役職）
	　　　　　　　　　　　（役職：　　　　　）

	電話番号
	

	ＦＡＸ番号
	

	Ｅｍａｉｌアドレス
	



３　事業所の情報公表について
	事業所のホームページはありますか。
	ある　・　ない

	事業所のホームページに財務諸表を載せていますか。
	載せている　・　載せていない

	事業所のホームページに主な生産活動の内容を載せていますか。
	載せている　・　載せていない

	事業所のホームページに平均月額賃金（工賃）を乗せていますか。
	  載せている　・　載せていない










名古屋市長　様
裏面５「就労支援会計」における数値は、就労支援事業別事業活動明細書等から適正に転記したことを証明します。

法人名　　　　　　　　　　　　　　　　　　


代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　印　

４　生産活動の内容
	作業名
	具体的な作業の内容
	生産活動収益

	


	
	H28
	円

	
	
	H27
	円

	
	
	H26
	円

	
	
	H25
	円

	



	
	H28
	円

	
	
	H27
	円

	
	
	H26
	円

	
	
	H25
	円

	



	
	H28
	円

	
	
	H27
	円

	
	
	H26
	円

	
	
	H25
	円

	上記以外
	
	H28
	円

	
	
	H27
	円

	
	
	H26
	円

	
	
	H25
	円


※収入上位３作業について、平成２８年度の収入を参考に記載してください。
　上位３作業以外のものについては、「上記以外」欄にまとめて記載してください。

５　就労支援会計
就労支援事業別事業活動明細書等から転記してください。
	区分
	２５年度
	２６年度
	２７年度
	２８年度※7

	賃金発生総額(A)※１※２
	
	
	
	

	生産活動収益（Ｂ）※3※4
	
	
	
	

	生産活動費用(C)※5
	
	
	
	

	生産活動利益(D)=(B)‐(C)
	
	
	
	

	給付費等充当額（A）-（D）
	
	
	
	

	総労働時間(E)※6
	
	
	
	

	時給換算額（Ｄ）÷（Ｅ）
	
	
	
	


※1　利用者の労働した年度における賃金発生額を計上してください。
（例）２６年３月に労働した分の給与支払いが４月１５日の場合、３月分に計上されるため２５年度に計上する。
※2　社会保険料等事業主負担分を含めて記載してください。
※3　上記４「生産活動の内容」の各年度の生産活動収益の合計額と一致することを確認してください。
※4  実際に収益が発生した年度に計上してください。消費税、特定求職者雇用開発助成金等は除いて記載してください。
※5　原材料費や生産に係る費用（厨房リース料など）を計上してください。
※6　利用者の当該年度に勤務した労働時間数を記載してください。単位は「時間」で記載し、小数点第一位以下は切り捨ててください。
[bookmark: _GoBack]※7  平成２８年度については、「平成２８年度生産活動実績確認表（様式３）」を添付し、その合計額と一致することを確認してください。
